
ファイル名:000_1_0543146502205.doc 更新日時:2010/05/16 9:47 印刷日時:10/05/16 9:51 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第59期第１四半期) 

 

 

 



ファイル名:000_3_0543146502205.doc 更新日時:2008/07/04 17:29 印刷日時:10/05/16 9:52 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

○○○ 
 



ファイル名:000_4_0543146502205.doc 更新日時:2010/05/16 9:51 印刷日時:10/05/16 9:52 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………３ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………３ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………３ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………４ 

１ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………４ 

２ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………５ 

３ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………５ 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………５ 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………８ 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………９ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………９ 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………10 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………10 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………11 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………12 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………22 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………23 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 









第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) 生産実績は、生産本数で表示しております。 

  

(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注)  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 生産本数 前年同四半期比(%)

歯科製品関連事業（本） 562,703 143.8

工業製品関連事業（本） 7,390 81.6

合計 570,093 142.4

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(%) 受注残高(千円) 前年同四半期比(%)

歯科製品関連事業 5,001,503 114.7 3,145,278 124.8

工業製品関連事業 591,548 206.0 252,250 253.3

その他事業 172,862 104.2 ― ―

合計 5,765,913 119.8 3,397,529 129.7

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)
 

前年同四半期比(%)

歯科製品関連事業 4,774,366 113.5

工業製品関連事業 441,139 128.4

その他事業 174,069 104.9

合計 5,389,575 114.3
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当第1四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間の経済環境は、リーマン・ショックを発端とする世界的な金融危機から世

界経済が回復局面へシフトしたことを示唆する状況となりました。特に当四半期後半では、比較的需要

が安定している医療機器に比べて工業用などの産業材における需要の回復は著しくなって参りました。

また、地域的には欧州では既に大きな製品需要があり、これに加えて南米や中近東などの途上国でも引

合いが多くなっております。需要は徐々に拡大・回復局面にシフトしているとみることができる状況と

なって参りました。 

 これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、5,389,575千円（前年同期比14.3％増）、営

業利益は2,105,180千円（前年同期比77.8％増）、経常利益は2,117,319千円（前年同期比29.0％増）、

四半期純利益は1,504,865千円（前年同期比21.4％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（歯科製品関連事業） 

 世界的な市場の需要回復に加え、昨年欧州においては、ドイツでの集中倉庫の稼動に伴い、欧州代理

店が保有する在庫の削減の動きが見られましたが、昨年で調整も終了いたしました。 

 この結果、売上高は、4,774,366千円（前年同期比13.5％増）、営業利益は、2,439,355千円（前年同

期比43.7％増）となりました。 

  

（工業製品関連事業） 

 国内外の設備投資の回復が見られ、当社グループにおきましては、ハードディスクの部品加工用とし

て機械装着用スピンドルの売上が大きく改善いたしました。 

 この結果、売上高は、441,139千円（前年同期比28.4％増）、営業利益は、158,739千円（前年同期比

45.2％増）となりました。 

  

（その他事業） 

 修理等サービスも堅調に推移いたしました。売上高は、174,069千円（前年同期比4.9％増）、営業利

益は、49,855千円（前年同期比7.1％増）となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（日本） 

 歯科製品では欧州市場向けが好調であること及び昨年大きく落ち込んだ南米、中近東向けが回復基調

であります。一方工業製品ではアジア向け輸出が大きく伸長いたしました。 

 この結果、売上高は、3,552,876千円（前年同期比12.7％増）、営業利益は、1,657,174千円（前年同

期比98.6％増）となりました。 

（北アメリカ） 

 カナダ向歯科製品及び工業製品の現地通貨での売上高は増加しているものの、円高ドル安の影響を受

け、外貨建ての円換算額が減少いたしました。 

 この結果、売上高は、272,985千円（前年同期比0.8％減）、営業利益は、62,022千円（前年同期比

37.8％増）となりました。 

（ヨーロッパ） 

 北欧、東欧代理店の在庫調整終了に加え、昨年に引き続きイギリス、スペイン子会社の売上が好調に

推移したこと等全般的に堅調でありました。 

 この結果、売上高は、1,281,952千円（前年同期比19.0％増）、営業利益は、318,610千円（前年同期

比47.4％増）となりました。 

（アジア） 

 中国市場の商流変更を行いましたが、未だ代理店網が十分な機能を果たしていないこと等により、売

上高は、105,989千円（前年同期比14.7％減）、営業利益は、5,305千円（前年同期比47.5％減）となり

ました。 

（その他） 

 オーストラリア子会社の現地通貨での売上高の増加に加え、円安豪ドル高の影響を受け、外貨建ての

円換算額が大きく増加いたしました。 

 この結果、売上高は、175,770千円（前年同期比98.5％増）、営業利益は、42,943千円（前年同期

は、2,334千円の損失）となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ74,490千円増加し、21,127,857千円となりました。これは主

として、受取手形及び売掛金とその他の流動資産が増加した一方、有価証券が減少したことによるも

のであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ16,302千円減少し、11,962,798千円となりました。これは主

として、有形固定資産及び無形固定資産の償却に加えて繰延税金資産が減少したことによるものであ

ります。 

（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ709,955千円減少し、2,843,560千円となりました。これは主

として、買掛金が増加する一方、未払法人税等及びその他の流動負債が減少したことによるものであ

ります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ191,029千円減少し、446,601千円となりました。これは主と

して、役員退職慰労引当金制度を廃止したことに伴い役員退職慰労引当金が減少したことによるもの

であります。 

（純資産） 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ959,173千円増加し、29,800,494千円となりました。これ

は主として、四半期純利益による利益剰余金の増加によるものであります。この結果、自己資本比率

は、前連結会計年度末86.9％から89.7％となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ

17,196千円増加し、5,813,617千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、317,192千円（前年同四半期は1,191,161千円の獲得）となりまし

た。これは主として、税金等調整前四半期純利益2,461,195千円に加え、仕入債務の増加292,495千円

等により増加した一方、売上債権の増加245,782千円、棚卸資産の増加268,496千円及び法人税等の支

払額1,299,150千円等により資金を使用したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、283,728千円（前年同四半期は533,334千円の使用）となりまし

た。これは主として、定期預金の払戻等により資金を獲得したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、499,674千円（前年同四半期は452,304千円の獲得）となりまし

た。これは主として、配当金の支払479,883千円を実施したことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業場及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、323,292千円であります。 
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【継続企業の前提に関する事項】 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日)

１ 棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価

額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２  固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出

する方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年12月31日)

 

───────

 
  

  

※１ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

受取手形 35,900千円

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 403,938千円

賞与引当金繰入額 17,652千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,825千円

退職給付費用 13,096千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 

給与手当 416,244千円

賞与引当金繰入額 16,531千円

退職給付費用 6,353千円

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 9,519,554千円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△4,000,000千円

取得日から３ヶ月以内に 

償還期限の到来する短期投

資（有価証券） 

1,340,258千円

現金及び現金同等物 6,859,812千円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 10,513,998千円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△5,307,028千円

取得日から３ヶ月以内に 

償還期限の到来する短期投

資（有価証券） 

606,647千円

現金及び現金同等物 5,813,617千円
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(株主資本等関係) 

当第1四半期連結会計期間末（平成22年3月31日）及び当第1四半期連結累計期間（自 平成22年1月1日

至 平成22年3月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっております

が、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもので

はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,283,960

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 145,214

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 491,099 80.00 平成21年12月31日 平成22年３月31日 利益剰余金
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平成21年５月14日

株式会社ナカニシ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ナカニシの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカニシ及び連結子会社の平成21

年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  上  林   三 子 雄    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  英  志  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  南  山  智  昭  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  

平成22年５月14日

株式会社ナカニシ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ナカニシの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカニシ及び連結子会社の平成22

年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  上  林   三 子 雄    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  英  志  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  南  山  智  昭  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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